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役職名 代表取締役社長 氏名 赤 城 貫太郎
役職名 取締役 管理部担当 氏名 本 出 壯太郎 ＴＥＬ（０６） ６４７１－７０７１（代表）

中間配当制度の有無 有
単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）

％

①期中平均株式数 17年12月期 17,205,773株 16年12月期 17,318,866株

②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

①期末発行済株式数 17年12月期 17,129,927株 16年12月期 17,317,248株

②期末自己株式数 17年12月期 764,950株 16年12月期 577,629株
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２．１８年１２月期の業績予想（平成１８年１月１日～平成１８年１２月３１日）
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株主資本潜在株式調整後
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17年12月期 １.０

平成１７年１２月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 フジコピアン株式会社

当期純利益率
総 資 本

（△72.2）
％
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（２）配当状況
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（３）財政状態

（１）経営成績
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（単位 百万円：未満切捨）

決算取締役会開催日 平成１８年２月２０日
定時株主総会開催日 平成１８年３月３０日
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％

通 期

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期 ５,５００

中 間 期 末

０

１株当たり年間配当金
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４ ００ ４ ００

銭
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配 当 率

％

０.７

５６１

代 表 者
問合せ先責任者

17年12月期 １１,３７７
百万円

売 上 高

16年12月期

１．１７年１２月期の業績（平成１７年１月１日～平成１７年１２月３１日）

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １１円６８銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響をあたえる不確実な要因にかかる本資料発表日
現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

売 上 高
経常利益率

０ ００
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比 較 貸 借 対 照 表
（単位 千円：未満切捨）

期 別 当 期 前 期
（平成17年12月31日現在） （平成16年12月31日現在）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％
（資産の部）

Ⅰ．流動資産 ( 8,653,580 ) 53.7 ( 7,712,752 ) 53.3 ( 940,827 )
現 金 及 び 預 金 3,517,596 2,858,219 659,376
受 取 手 形 779,508 783,741 △4,232
売 掛 金 2,566,989 2,475,333 91,656
製 品 ･ 商 品 706,588 613,392 93,195
仕 掛 品 597,389 471,084 126,305
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 240,281 226,970 13,310
未 収 入 金 98,418 48,763 49,654
繰 延 税 金 資 産 106,000 157,000 △51,000
そ の 他 44,107 81,446 △37,338
貸 倒 引 当 金 △3,300 △3,200 △100

Ⅱ．固定資産 ( 7,448,342 ) 46.3 ( 6,771,278 ) 46.7 ( 677,063 )
1.有形固定資産 ( 4,880,560 ) 30.3 ( 4,769,871 ) 32.9 ( 110,688 )

建 物 1,730,897 1,797,540 △66,643
構 築 物 63,403 45,628 17,774
機 械 及 び 装 置 1,138,961 1,049,411 89,549
車 両 運 搬 具 9,513 8,858 654
工具、器具及び備品 149,841 156,487 △6,646
土 地 1,711,793 1,711,793 －
建 設 仮 勘 定 76,149 150 75,999

2.無形固定資産 ( 6,058 ) 0.0 ( 7,652 ) 0.1 ( △1,593 )
電 話 加 入 権 そ の 他 6,058 7,652 △1,593

3.投資その他の資産 ( 2,561,723 ) 15.9 ( 1,993,754 ) 13.8 ( 567,968 )
投 資 有 価 証 券 1,508,656 940,475 568,180
関 係 会 社 株 式 1,045,526 1,045,526 －
長 期 貸 付 金 46,549 56,116 △9,566
長 期 前 払 費 用 1,242 3,402 △2,160
そ の 他 190,622 179,107 11,515
関係会社投資等損失引当金 △230,775 △230,775 －
貸 倒 引 当 金 △100 △100 －

資 産 合 計 16,101,922 100.0 14,484,031 100.0 1,617,890

金 額

増 減
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（単位 千円：未満切捨）

期 別 当 期 前 期
（平成17年12月31日現在） （平成16年12月31日現在）

科 目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

％ ％
（負債の部）

Ⅰ．流動負債 ( 3,696,581 ) 23.0 ( 3,353,948 ) 23.2 ( 342,633 )
支 払 手 形 1,403,572 1,221,255 182,317
買 掛 金 709,037 695,566 13,471
短 期 借 入 金 550,000 400,000 150,000
一 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 515,000 636,000 △121,000

前 受 金 15,217 11,275 3,942
未 払 金 168,824 182,193 △13,368
未 払 法 人 税 等 32,697 7,582 25,115
未 払 費 用 98,992 89,315 9,677
預 り 金 35,860 34,296 1,564
為 替 予 約 12,847 － 12,847
賞 与 引 当 金 － 40,000 △40,000
設 備 関 係 支 払 手 形 154,530 36,463 118,067

Ⅱ．固定負債 ( 2,785,775 ) 17.3 ( 1,698,109 ) 11.7 ( 1,087,666 )
長 期 借 入 金 1,915,000 1,000,000 915,000
繰 延 税 金 負 債 383,406 194,326 189,080
退 職 給 付 引 当 金 429,043 455,557 △26,514
役員退職慰労引当金 58,324 48,224 10,100

負 債 合 計 6,482,356 40.3 5,052,057 34.9 1,430,299

（資本の部）

Ⅰ．資本金 ( 4,791,796 ) 29.8 ( 4,791,796 ) 33.1 ( － )

Ⅱ．資本剰余金 ( 2,996,156 ) 18.6 ( 2,996,156 ) 20.7 ( － )
資 本 準 備 金 1,197,949 1,197,949 －
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,798,207 1,798,207 －

資本金及び
資本準備金減少差益 1,798,201 1,798,201 －

自己株式処分差益 6 6 －

Ⅲ．利益剰余金 ( 1,442,478 ) 9.0 ( 1,480,215 ) 10.2 ( △37,737 )
任 意 積 立 金 1,100,000 700,000 400,000

別 途 積 立 金 1,100,000 700,000 400,000
当 期 未 処 分 利 益 342,478 780,215 △437,737

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 ( 565,619 ) 3.5 ( 286,679 ) 2.0 ( 278,940 )

Ⅴ．自己株式 ( △176,485 ) △1.1 ( △122,873 ) △0.8 ( △53,612 )

資 本 合 計 9,619,565 59.7 9,431,974 65.1 187,591

負債・資本 合 計 16,101,922 100.0 14,484,031 100.0 1,617,890

増 減

金 額
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比 較 損 益 計 算 書
（単位 千円：未満切捨）

期 別 当 期 前 期

自 平成17年１月１日 自 平成16年１月１日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日

科 目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 対前期比

％ ％ ％

11,377,012 100.0 11,925,591 100.0 △548,579 △4.6

8,978,213 78.9 9,031,438 75.7 △53,224 △0.6

売 上 総 利 益 2,398,798 21.1 2,894,153 24.3 △495,354 △17.1

2,395,491 21.1 2,522,178 21.1 △126,686 △5.0

営 業 利 益 3,306 0.0 371,974 3.1 △368,667 △99.1

営業外収益 178,915 1.6 122,151 1.0 56,764 46.5

3,373 4,106 △732
59,774 26,695 33,079
45,601 － 45,601
40,800 40,800 －
29,366 50,550 △21,183

営業外費用 64,324 0.6 69,900 0.6 △5,576 △8.0

32,717 46,852 △14,134
18,635 19,133 △497
12,971 3,914 9,056

経 常 利 益 117,898 1.0 424,225 3.6 △306,327 △72.2

特 別 利 益 － － 123,632 1.0 △123,632 △100.0

－ 80,899 △80,899
－ 42,733 △42,733

特 別 損 失 16,036 0.1 169,599 1.4 △153,562 △90.5

16,036 28,106 △12,070
－ 90,914 △90,914

－ 50,577 △50,577

税 引 前 当 期 純 利 益 101,861 0.9 378,259 3.2 △276,397 △73.1

法人税、住民税及び事業税 9,650 0.1 9,600 0.1 50 0.5
法 人 税 等 調 整 額 51,000 0.4 △157,000 △1.3 208,000 －

当 期 純 利 益 41,211 0.4 525,659 4.4 △484,447 △92.2

前 期 繰 越 利 益 301,266 254,556 46,710

当 期 未 処 分 利 益 342,478 780,215 △437,737

Ⅴ．

Ⅵ．

Ⅶ．

Ⅰ．

Ⅱ.

Ⅲ．

Ⅳ．

固 定 資 産 廃 棄 損
リ ー ス 解 約 損

受 取 災 害 保 険 金
投資有価証券売却益

為 替 差 益
関 係 会 社 賃 貸 収 入

そ の 他
関係会社賃貸収入原価

増 減

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

売 上 高

支 払 利 息

そ の 他

受 取 利 息
受 取 配 当 金

関 係 会 社 投 資 等
損 失 引 当 金 繰 入 額
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利 益 処 分 案
（単位 千円：未満切捨）

期 別 期 別
当 期 前 期 増 減

科 目 科 目

当 期 未 処 分 利 益 342,478 当 期 未 処 分 利 益 780,215 △437,737

これを次のとおり処分いたします。 これを次のとおり処分いたします。

株 主 配 当 金 68,519 株 主 配 当 金 69,268 △749

（ １ 株 に つ き ４ 円 ） （ １ 株 に つ き ４ 円 ）

役 員 賞 与 9,680 △9,680

（ う ち 監 査 役 分 ） ( 2,750 ) ( △2,750 )

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 400,000 △400,000

次 期 繰 越 利 益 273,958 次 期 繰 越 利 益 301,266 △27,307
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重要な会計方針

１．重要な資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

(ｲ)子会社および関連会社株式
移動平均法による原価法

(ﾛ)その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等にもとづく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

(ｲ)製品・商品・仕掛品・原材料
総平均法による原価法

(ﾛ)貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 定率法によっております。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定
額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

15年 ～ 50年
9年 ～ 10年

(2)無形固定資産 定額法によっております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
もとづく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

(2)関係会社投資等損失引当金
関係会社への投資等について、今後発生すると見込まれる損失に備えるため、負担見
込額を計上しております。

(3)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込
額にもとづき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による定額法により、翌期から費用処理することとしております。
執行役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当期末要支給額を退職給
付引当金に含めて計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規にもとづく当期末要支給額を計上してお
ります。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．リ－ス取引の処理方法
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の
賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

長期借入金を対象とした特例処理の要件を満たした金利スワップについて、当該処理によっております。

機 械 及 び 装 置
建 物
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７．その他個別財務諸表作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

追加情報

１．法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書の表示方法
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月
１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことにともない、当事業年度から「法人事業
税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会
計基準委員会 実務対応報告第12号）にしたがい、法人事業税の付加価値割および資本割については、販売費
及び一般管理費に計上しております。
その結果、販売費及び一般管理費が24,723千円増加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が同額減
少しております。

２．賞与支給額の表示方法
従業員賞与の支給に充てるため、従来、当事業年度に負担すべき支給見込額を賞与引当金として表示しており
ましたが、新人事制度の導入による支給対象期間の変更にともない、当事業年度末において負担すべき賞与支
給額に該当がないため計上しておりません。
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 千円 千円

２． 関係会社に対する主な資産および負債

千円 千円

３． 担保に供している資産

千円 千円

４． 当期末日が金融機関休業日のため、下記のものはいずれも決済されずそれぞれ残高に含まれており
ます。

千円 千円

（損益計算書関係）

１． 関係会社との取引高

千円 千円

２． 減価償却実施額

千円 千円

３． 一般管理費に含まれる研究開発費
千円 千円

2,236

売 掛 金
買 掛 金

3,708,329
1,585,317

構 築 物

土 地

1,392,673

機 械 及 び 装 置
工具、器具及び備品

前 期

5,175

59,05170,040

前 期

434,374

14,378,072

435,837

14,530,676

当 期

382,258

94,807

1,585,317

166,854

342,807

当 期

3,516,565

1,246,707
1,469,561

285,998

417,493
1,880

97,129

550,323

受 取 手 形

無 形 固 定 資 産

577,659

1,593

1,264,747
1,444,714

支 払 手 形
設備関係支払手形

2,236

計

有 形 固 定 資 産

関係会社に対する売上高
関係会社よりの仕入高
営業取引以外の取引高

建 物

151,042

605,763514,159

156,196

1,491,150
23,86022,178
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リース取引関係

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額
（単位 千円：未満切捨）

当 期 前 期
自 平成17年１月１日 自 平成16年１月１日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日

取得価額相当額 6,570 6,570

減価償却累計額相当額 3,394 2,080

期末残高相当額 3,175 4,489

取得価額相当額 5,142 －

減価償却累計額相当額 1,028 －

期末残高相当額 4,113 －

取得価額相当額 46,070 47,577

減価償却累計額相当額 29,923 27,676

期末残高相当額 16,146 19,901

取得価額相当額 57,782 54,147

減価償却累計額相当額 34,346 29,756

期末残高相当額 23,435 24,390

(2) 未経過リース料期末残高相当額
（単位 千円：未満切捨）

当 期 前 期
自 平成17年１月１日 自 平成16年１月１日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日

10,745 10,820

12,690 13,570

23,435 24,390

(注) 取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料および減価償却費相当額
（単位 千円：未満切捨）

当 期 前 期
自 平成17年１月１日 自 平成16年１月１日
至 平成17年12月31日 至 平成16年12月31日

12,750 29,332

12,750 29,332

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しております。

有価証券関係

当期（平成17年12月31日）
子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

前期（平成16年12月31日）
子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

１ 年 以 内

１ 年 超

機械及び装置

工具、器具
及び備品

車両運搬具

合 計

合 計

支 払 リ ー ス 料

減価償却費相当額
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,549,141 千円
退職給付引当金損金算入限度超過額 194,225
投資有価証券評価減 29,326
関係会社投資等損失引当金 93,233
たな卸資産評価減 39,286
減価償却費損金算入限度超過額 34,575
その他 37,465

繰延税金資産 小計 1,977,253
評価性引当金 △ 1,871,253
繰延税金資産 合計 106,000

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 383,406

繰延税金負債 合計 383,406

繰延税金資産（負債）の純額 △ 277,406

繰延税金資産（流動資産） 106,000
繰延税金負債（固定負債） 383,406
繰延税金資産（負債）の純額 △ 277,406

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異

当期は課税所得が発生していないため記載を省略しております。
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１株当たり情報

(注)１株当たり当期純利益および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

) )

１株当たり当期純利益

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

（新株予約権）

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

－

当 期
自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

前 期

普通株主に帰属しない額

当期純利益

普通株式にかかる当期純利益

役員賞与金

当期純調整額

普通株式増加数

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

普通株式の期中平均株式数

525,659千円

9,680千円

515,979千円

17,318千株17,205千株

－

41,211千円

－

41,211千円

前 期
自 平成16年１月１日
至 平成16年12月31日

544円10銭

当 期
自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

561円56銭

－

－

( －

2円40銭

2円38銭

新株予約権
（新株予約権の数

753個）

29円79銭

77,399株

( 77,399株

－
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役員の異動 （ 平成１８年３月３０日付予定 ）

１．役員の異動

(1)代表者の異動

該当事項はありません。

(2)その他の役員の異動

①昇格取締役候補

専務取締役 柴田悠三 （現、常務取締役

兼 専務執行役員 営業部・管理部統括担当 兼 常務執行役員 営業部・管理部統括担当

兼 東京支店長 兼 東京支店長）

②新任取締役候補

取締役 久米本謙一 （現、執行役員 生産統括部長

兼 常務執行役員 生産統括部長 兼 環境・品質統制室長）

兼 環境・品質統制室長

③取締役の管掌変更

取締役 赤城耕太郎 （現、取締役

兼 常務執行役員 経営企画部担当 兼 常務執行役員 経営企画部・

生産統括部担当)

以 上
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